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  高速道路のような交通インフラは多大な固定費用が生じることから，その適切な料金設定を行うこと

は困難とされてきた．現在の高速道路料金は，償還主義に基づき料金が設定されていることから，平均費

用料金設定によるものと解釈できる．しかし，平均費用料金は必ずしも効率的とはいえず，固定費用と可

変費用を明確に区別した上で，適正な料金設定を行うことが重要になる．本研究では，高速道路整備に関

わる固定費用を考慮した SCGE モデルを構築し，その効率的な負担に着目して適正な高速道路料金を求め

る．具体的には，固定費用の税と料金との適切なバランスを検討し，適正な高速道路料金を明らかにする． 
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1. はじめに 

 

これまでの日本では，増加する自動車に対し，道

路特定財源と有料道路制度で，道路整備を進めてき

た．有料道路制度は昭和 27 年に制定され，当初の

事業主体は，国，県，市であり，昭和 31 年に特別

措置法が改正され，町村を含む地方自治体とされた

ほか，日本道路公団，首都高速道路，阪神高速道路，

本州四国連絡高速道路がそれぞれ設立された．その

後，平成 17 年に高速道路が民営化されることで，

会社の自主性を尊重しつつ必要な道路を早期にでき

るだけ少ない国民負担で建設できること，民間ノウ

ハウの発揮により，多様で弾力的な料金設定やサー

ビスが提供できるようになった．民営化された当時

は償還期間が 2050 年までとされていたが，平成 26

年度に独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機

構法の一部が改正され，特定更新事業のため，償還

期間を15年延長，さらに近年では老朽化対策や 4車

線化の費用を確保するために償還期間を 2115 年ま

で延長する関連法案の改正案を提出したことが明ら

かとなっている（高速道路調査会 1)）． 

以上から高速道路料金は償還主義の原則の下，設

定されてきた．すなわち，平均費用料金が採用され

てきたといえる．しかし，全ての費用を高速道路利

用者に払わせることは，料金水準が高くなるため，

社会的な損失が発生し，経済的に非効率な状態を生

じさせているとの指摘がある．そこで，森杉・河野
2)は，費用の一部を税により支払う方法を提案して

いる．そこでは，税の徴収によって，デッドウェイ

トロスと呼ばれる経済損失が発生する点に着目し，

高速道路料金の水準によって生じる経済損失と税負

担によって生じる経済損失の合計値を最小化する料

金と税との効用水準を導出している．本研究は，森

杉・河野の研究を基に，より具体的な税負担の設定

について検討を行う．そのために，高速道路会社

(日本高速道路保有・債務返済機構)と高速道路整備

の固定費用分を明示化した SCGE モデルを構築する．

そして，固定費用負担の経済的意味を改めて整理し

た上で，どのように税負担をすればよいのかを

SCGE モデルによる数値計算も踏まえて明らかにす

ることを目的とする． 

 

 

2. 高速道路料金の設定 

 

(1) 現状の料金設定 
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一般的に，高速自動車道の料金は，利用一回あた

り 150 円が固定的に付加され，利用距離に応じて

24.6(円/km)，それに消費税が課されて決定される．

このうち，24.6(円/km)は，全国の高速道路整備費

用と運営費用，維持管理費用の総額を利用者全員の

総走行距離で除したものとして求められている．す

なわち，平均費用原理に基づく料金設定である． 

 

(2) 学術的な研究 

森杉・河野は，道路整備における財源調達に伴う

厚生損失を考慮した高速道路料金の効率的水準を最

適課税理論に基づいて推計している 2)．具体的には，

財源調達に伴う死荷重を考慮し，効率的な高速道路

料金，燃料税，道路整備支出削減を理論的に導出し

ている． 

武藤らは，このような固定費用を考慮した SCGE

モデルを構築している 3)．そこでは，リニア中央新

幹線の評価に適用され，建設費用等の多額の費用を

効率的に回収するため，それらの内の限界費用料金，

平均費用料金，独占料金，現時点で考える想定料金

の 4 種類の料金水準を設定し，その便益に与える影

響を分析している． 

 

(3) 固定費用の存在する料金設定 

ここでは，日交研の枠組みにより，固定費用が存

在する料金設定を理論的に整理した． 

まずは，図-1 を用いて，固定費用が存在する場合

の料金設定に係る問題を明らかにする．図-1 は，縦

軸に料金(円)，横軸に交通量(トリップ)をとり，交

通需要関数と限界費用(MC)関数，平均費用(AC)関

数を示したものである．ここでは，高速道路サービ

スを供給するための生産行動モデルについて，後に

示す SCGE モデルと整合させるため，規模に関して

収穫一定の生産技術を仮定する．その結果，限界費

用(MC)は図-1 の横軸に平行な直線となる．一方，

平均費用(AC)は，固定費用を交通需要量で除した

固定費用負担分を限界費用に足し合わせることで求

められる．それは，図-1 のように右下がりの曲線と

なる．平均費用(AC)が右下がりになるのは，交通

量が増大すれば単位あたりの固定費用の負担額が低

減するという規模の経済が働くためである． 

次に，固定費用が存在する場合にどのように料金

が決定されるのかを示す．ここでは完全競争市場を

想定する．そして，高速道路サービスの生産行動を

以下の利潤最大化行動に定式化する． 

 
max

𝑦𝑇,𝑙𝑇,𝑘𝑇

𝜋𝑇 = 𝑝𝑇𝑦𝑇 − (𝑤𝑙𝑇 + 𝑟𝑘𝑇 + 𝐹𝐶) (1) 

𝑠. 𝑡. 𝑦𝑇 = 𝑦𝑇(𝑙𝑇 , 𝑘𝑇) (2) 

 

𝜋𝑇は利潤，𝑦𝑇 , 𝑝𝑇は高速道路サービスの生産量とそ

の価格，𝑤, 𝑙𝑇は賃金率と労働投入量，𝑟, 𝑘𝑇は利子率

と資本投入量，FC は固定費用，𝑦𝑇は生産関数とす

る．𝑦𝑇は規模に関して収穫一定の技術を仮定する．

この最適化問題は，まず𝑦𝑇を固定して考える．そ

の場合，双対定理により利潤最大化問題は費用最小

化問題と等価になり，費用最小化問題を解くことに

より以下の生産要素需要関数が導出される．なお，

これは生産技術𝑦𝑇に対して，規模に関して収穫一

定を仮定しているためである． 

 

𝑙𝑇 = 𝑢𝑙𝑇 × 𝑦𝑇 (3) 

𝑘𝑇 = 𝑢𝑘𝑇 × 𝑦𝑇 (4) 

 

𝑢𝑙𝑇，𝑢𝑘𝑇は単位生産量あたりの労働と資本の需要

関数とする．式(3)と式(4)の需要関数を式(1)の目的

関数に代入することで，高速道路サービスの利潤最

大化行動モデルは以下のようになる． 

 
max
𝑦𝑇

 𝜋𝑇 = 𝑝𝑇𝑦𝑇 − (𝑐𝑇𝑦𝑇 + 𝐹𝐶) (5) 

 

𝑐𝑇 = 𝑤・𝑢𝑙𝑇 + 𝑟・𝑢𝑘𝑇の式であり，単位費用関数で

ある．今，完全競争市場を想定しているため，価格

は以下のように求められる． 

 

𝑝𝑇
𝑀𝐶 = 𝑐𝑇 (6) 

 

式(6)は高速道路サービス価格すなわち料金が限界

費用 MC と一致することを表している．ここでは

𝑝𝑇
𝑀𝐶を限界費用料金と呼ぶ．これは図-1 において，

MC と交通需要関数の交点𝐸𝑀𝐶にて交通量が決定さ

れることを表している．このとき，料金は𝑃𝑀𝐶，交

通量は𝑋𝑀𝐶 となり，利用者が得る消費者余剰は

D𝑃𝑀𝐶𝐸𝑀𝐶となる．一方，このとき高速道路サービ

ス企業は利潤が負の値を取る． 

 

 𝜋𝑇 = −𝐹𝐶 (7) 

 

すなわち，限界費用料金の場合，高速道路サービス 

 

企業は採算がとれず，このままでは高速道路サービ

スを供給し続けることが困難である． 

そこで，高速道路サービスが負とならないように

式(5)の利潤関数に対し， 𝜋𝑇 = 0として料金を導出

する．その結果，高速道路サービス価格は以下のよ

うになる． 

 

𝑝𝑇
𝐴𝐶 = 𝑐𝑇 +

𝐹𝐶

𝑦𝑇

(8) 

 
 

図-1 限界費用料金，平均費用料金の設定方法 
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これは料金が平均費用料金 AC と一致することを表

しており，式(6)より
𝐹𝐶

𝑦𝑇
だけ高くなっている．平均

費用料金の場合，交通量は図-1 のように AC と交通

需要関数の交点𝐸𝐴𝐶 へと減少し，消費者余剰は

D𝑃𝐴𝐶𝐸𝐴𝐶となる．これは，MC での料金設定の消費

者余剰より小さくなっている． 

本研究では，消費者余剰を減少させずに，固定費

用 FC を負担することができないかを検討するもの

である．これには，運輸企業が高速道路サービスを

投入する行動，そして通常の企業が道路サービスを

投入する行動を考慮する必要があるため，固定費用

を考慮した SCGE モデルを開発する． 

 

 

3. 交通生産内生型 SCGEモデルの概要 
 

本研究で用いる SCGE モデルは，武藤らによって

開発された交通生産内生型 SCGE モデルを参考にし

た 4)．交通整備による交通所要時間短縮が，運輸企

業の生産性を向上させ，それが運輸価格の低下を通

じて利用者にもたらす効果が計測できる．交通整備

による所要時間短縮が企業生産や家計消費に及ぼす

影響，さらにそれが人の動き(人流)を介して市町村

間へ波及的にもたらされる効果も計測できる． 

SCGE モデルは，複数の地域から構成される社会

経済を対象とする．各地域には代表家計，m 財を生

産するm企業，財や人を輸送する運輸企業が存在す

る．代表家計とは，その地域全体の家計消費を決定

する仮想主体のことである．家計は，生産要素であ

る労働と資本を企業に提供することで所得を得て，

財・サービスを生産する．企業は生産要素(労働・

資本)，中間財を投入して財・サービスを生産する．

図に企業の生産行動モデルのツリーを，図に家計の

消費行動モデルのツリーを示す．運輸企業の生産行

動モデルツリーは図に示した企業と基本的に同様の

生産行動モデルとなる． 

 

(1) 企業の生産行動モデル 

地域 j で，m 財を生産する企業の生産行動モデル

は図-2で示したとおりである．m企業は，まず合成

中間財と不動産サービスと合成生産要素を投入して

m 財を生産する．このうち合成中間財に対しては，

どの地域からm財を投入しているのかを決定する．

合成中間財には合成旅客交通サービスが含まれてお

り，この合成中間財 mに対しての合成中間財 nと合

成旅客交通サービスの投入量を決定する．合成中間

財 n に対しては，地域 i の中間財 n と ij 間の合成貨

物交通サービスの投入量を決定する． 

合成貨物交通サービスは，それぞれ鉄道貨物，道

路貨物，自家貨物，水運に分けられ，それぞれの投

入量を決定する．一方，合成旅客交通サービスに対

しては，鉄道旅客，道路旅客，自家旅客，航空に分

けられ，それぞれの投入量を決定する．不動産サー

ビスでは，地域間での投入はないとしているため，

地域ごとで投入量は決定する．合成生産要素に対し

ては，労働や資本の投入量を決定する．さらに，労

働と資本は，どの地域から投入しているかを決定す

る．以上の各段階の行動は，生産関数を Barro 型

CES 関数で特定化し，それを一定の生産基準に保つ

ことを制約条件とした費用最小化問題により定式化

される． 

合成中間財と不動産サービスと合成生産要素の投

入に係る費用最小化問題は以下のようになる． 

 

 𝑝𝑚
𝑗
𝑦𝑚

𝑗
= 𝑚𝑖𝑛

𝑧𝑚
𝑗

,𝑥𝑅𝐸𝑚

𝑗
,𝑐𝑓𝑚

𝑗
[
𝑞𝑧𝑚

𝑗
𝑧𝑚

𝑗
+ 𝑞𝑅𝐸𝑚

𝑗
𝑥𝑅𝐸𝑚

𝑗

+(1 + 𝜏)𝑝𝑓𝑚
𝑗
𝑐𝑓𝑚

𝑗
]   (9)

 

 𝑠. 𝑡.  𝑦𝑚
𝑗

= 𝛾𝑚
𝑗

[
 
 
 
 
 
 
 

𝛼𝑧𝑚
𝑗
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𝑗
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𝑗
}

𝜎𝑚
𝑗
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𝜎𝑚
𝑗

𝜎𝑚
𝑗

−1

(10)

 

 

𝑦𝑚
𝑗 ，𝑝𝑚

𝑗
は地域 jでの財 mの生産量と価格，𝑧𝑚

𝑗 ，𝑞𝑧𝑚
𝑗

は総合成中間財投入量とその価格(不動産は除く)， 

𝑥𝑅𝐸𝑚
𝑗 ，𝑞𝑅𝐸𝑚

𝑗
は不動産サービス投入量とその価格，

𝑐𝑓𝑚
𝑗，𝑝𝑓𝑚

𝑗
は合成生産要素投入量とその価格，𝜏𝑚

𝑗
は

純間接税率(間接税率-補助率)である．ラグランジ

ュ未定乗数法により式(9)と式(10)を解くと，以下の

需要関数が求められる． 

 

𝑧𝑚
𝑗

=
1

𝛾𝑚
𝑗
(𝛽𝑧𝑚

𝑗
)
1−𝜎𝑚

𝑗 (
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𝑗
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𝑗

)

𝜎𝑚
𝑗
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𝑗

1−𝜎𝑚
𝑗

𝑦𝑚
𝑗 (11)
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𝑗
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𝑗
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𝑗
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𝑐𝑓𝑚
𝑗

=
1

𝛾𝑚
𝑗
(𝛽𝑚

𝑗
)
1−𝜎𝑚

𝑗 (
𝛼𝑚

𝑗

(1 + 𝜏𝑚
𝑗
)𝑝𝑓𝑚

𝑗
)

𝜎𝑚
𝑗

𝛹𝑚
𝑗

𝜎𝑚
𝑗

1−𝜎𝑚
𝑗

𝑦𝑚
𝑗 (13)

 

 

ただし， 

 
 

図-2 企業の生産行動モデルツリー 
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i-j間の合成
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i-j間の合成
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𝛹𝑚
𝑗

= (𝛼𝑧𝑚
𝑗

)
𝜎𝑚

𝑗

(
𝑞𝑧𝑚

𝑗

𝛽𝑧𝑚
𝑗

)

1−𝜎𝑚
𝑗

 

  + (𝛼𝑅𝐸𝑚

𝑗
)
𝜎𝑚

𝑗

(
𝑞𝑅𝐸𝑚

𝑗

𝛽𝑅𝐸𝑚

𝑗
)

1−𝜎𝑚
𝑗

 

     + (𝛼𝑧𝑚
𝑗

)
𝜎𝑚

𝑗

(
(1 + 𝜏𝑚

𝑗
)𝑝𝑓𝑚

𝑗

𝛽𝑚
𝑗

)

1−𝜎𝑚
𝑗

 

 

式(11)～式(13)を式(9)の目的関数に代入すると，ｍ
財価格が求められる． 
 

𝑝𝑚
𝑗

=
1

𝛾𝑚
𝑗
𝛹𝑚

𝑗

1

1−𝜎𝑚
𝑗

(14) 

 

これ以降の定式化も行ったが，ここでは割愛する．

これ以降の定式化は，各段階の費用最小化問題，需

要関数，価格式を示している． 

 

(2) 家計の消費行動モデル 

続いて，家計の消費行動モデルを示す．その財消

費行動モデルは，支出最小化行動により定式化され

る． 

 

𝑒𝐻
𝑗

= 𝑚𝑖𝑛
𝑧𝐻
𝑗
,𝑥𝑅𝐸𝐻

𝑗
,𝑙𝐻
𝑗
[𝑞𝐻

𝑗
𝑧𝐻

𝑗
+ 𝑝𝑅𝐸

𝑗
𝑥𝑅𝐸𝐻

𝑗
+ 𝑤𝑗𝑙𝐻

𝑗
] (15)

 

𝑠. 𝑡.  𝑣𝐻
𝑖 = 𝛾𝐻

𝑗

[
 
 
 
 
 
 
 

𝛼𝑍𝐻
𝑗

{𝛽𝑍𝐻
𝑗

𝑧𝐻
𝑗
}

𝜎𝐻
𝑗
−1

𝜎𝐻
𝑗

   

 + 𝛼𝑅𝐸𝐻

𝑗
{𝛽𝑅𝐸𝐻

𝑗
𝑥𝑅𝐸𝐻

𝑗
}

𝜎𝐻
𝑗
−1

𝜎𝐻
𝑗

  +𝛼𝐿𝐻
𝑗

{𝛽𝐿𝐻
𝑗

𝑙𝐻
𝑗
}

𝜎𝐻
𝑗
−1

𝜎𝐻
𝑗

  ]
 
 
 
 
 
 
 

𝜎𝐻
𝑗

𝜎𝐻
𝑗
−1

(16)

 

 

ただし，𝑒𝐻
𝑗
は支出水準，𝑧𝐻

𝑗
, 𝑞𝐻

𝑗
は合成消費・サービ

ス財投入量とその価格，𝑥𝑅𝐸𝐻

𝑗
, 𝑝

𝑅𝐸

𝑗
は不動産サービス

消費量と不動産サービス価格，𝑙𝐻
𝑗
, 𝑤𝑗は余暇消費量

と賃金率，𝑣𝐻
𝑖 は直接効用水準， 

𝛼𝑍𝐻
𝑗

, 𝛼𝑅𝐸𝐻

𝑗
, 𝛼𝐿𝐻

𝑗
と 𝛽𝑍𝐻

𝑗
, 𝛽𝑅𝐸𝐻

𝑗
, 𝛽𝐿𝐻

𝑗
は分配パラメータ

(𝛼𝑍𝐻
𝑗

+ 𝛼𝑅𝐸𝐻

𝑗
+ 𝛼𝐿𝐻

𝑗
= 1，𝛽𝑍𝐻

𝑗
+ 𝛽𝑅𝐸𝐻

𝑗
+ 𝛽𝐿𝐻

𝑗
= 1) ， 𝛾𝐻

𝑗

は効率パラメータ，𝜎𝐻
𝑗
は代替弾力性パラメータで

ある． 

式(15)と式(16)を解くと，以下の需要関数が求めら

れる． 

 

𝑧𝐻
𝑗

=
1

𝛾𝐻
𝑗
(𝛽𝑍𝐻

𝑗
)
1−𝜎𝐻

𝑗
(
𝛼𝑍𝐻

𝑗

𝑞𝐻
𝑗

)

𝜎𝐻
𝑗

𝛹𝐻
𝑗

𝜎𝐻
𝑗

1−𝜎𝐻
𝑗

・𝑣𝐻
𝑗 (17)

 

𝑥𝑅𝐸_𝐻
𝑗

=
1

𝛾𝐻
𝑗
(𝛽𝑅𝐸𝐻

𝑗
)
1−𝜎𝐻

𝑗
(
𝛼𝑅𝐸𝐻

𝑗

𝑝𝑅𝐸
𝑗

)

𝜎𝐻
𝑗

𝛹𝐻
𝑗

𝜎𝐻
𝑗

1−𝜎𝐻
𝑗

・𝑣𝐻
𝑗 (18)

 

𝑙𝐻
𝑗

=
1

𝛾𝐻
𝑗
(𝛽𝐿𝐻

𝑗
)
1−𝜎𝐻

𝑗
(
𝛼𝐿𝐻

𝑗

𝑤𝑗
)

𝜎𝐻
𝑗

𝛹𝐻
𝑗

𝜎𝐻
𝑗

1−𝜎𝐻
𝑗

・𝑣𝐻
𝑗 (19)

 

 

ただし， 

 

𝛹𝐻
𝑗
= (𝛼𝑍𝐻

𝑗
)
𝜎𝐻

𝑗

(
𝑞𝐻

𝑗

𝛽𝑍𝐻
𝑗

)

1−𝜎𝐻
𝑗

 

   + (𝛼𝑅𝐸𝐻

𝑗
)
𝜎𝐻

𝑗

(
𝑝𝑅𝐸

𝑗

𝛽𝑅𝐸𝐻

𝑗
)

1−𝜎𝐻
𝑗

 

  + (𝛼𝐿𝐻
𝑗

)
𝜎𝐻

𝑗

(
𝑤𝑗

𝛽𝐿𝐻
𝑗

)

1−𝜎𝐻
𝑗

 

 

式(17)，式(18)，式(19)を式(15)に代入すると，支出

水準が求められる． 

  

𝑒𝐻
𝑗

=
1

𝛾𝐻
𝑗
𝛹𝐻

𝑗

1

1−𝜎𝐻
𝑗

 𝑣𝐻
𝑖 (20)

 

 

そもそも支出水準とは，価格が与えられた下で，

𝑣𝐻
𝑖 を実現するために必要な所得を意味する．今，

価格が与えられるとすれば，式(20)の支出水準の式

より効用水準は以下のようになる． 

 

𝑣𝐻
𝑗

=
Ω𝐻

𝑗

𝑝𝑉
𝑗

(21)
 

 

また，簡単化のために 

𝑝𝑉
𝑗

=
1

𝛾𝐻
𝑗
𝛹𝐻

𝑗

1

1−𝜎𝐻
𝑗

 

とおく． 

式(21)の効用水準𝑣𝐻
𝑗
を式(17)，式(18)，式(19)に代入

すると，合成財消費量と余暇消費量が求められ，さ

らに式(20)から支出水準も得られる． 

 

𝑒𝐻
𝑗

= 𝑝𝑉
𝑗
𝑣𝐻

𝑗 (22) 

 

これ以降の定式化も企業の生産行動モデルと同様に

 
 

図-3  家計の消費行動モデルツリー 

 

 

 

 

 

 

 

地域iの合成消費財

合成消費財

地域iの合成消費財n

i-j間の合成貨物
交通サービス

j

Hz
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消費財n

i-j間の
鉄道貨物

i-j間の
道路貨物

i-j間の
自家貨物

i-j間の
水運

i-j間の合成旅客交通サービス

i-j間の
道路旅客
時間消費

i-j間の
自家
旅客

i-j間
の
航空

i-j間の
航空
時間消費

i-j間の
自家旅客
時間消費

i-j間の
道路
旅客

i-j間の
鉄道旅客
時間消費

i-j間の
鉄道
旅客

i-j間の合成
鉄道旅客

i-j間の合成
道路旅客

i-j間の合成
自家旅客

i-j間の合成
航空

余暇

地域jの家計の効用水準

j

Hl
不動産
サービス
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行われるが，ここでは割愛する． 

 

(3) 運輸企業の行動モデル 

運輸サービス供給者である運輸企業の運輸サービ

ス生産行動モデルの枠組みは，企業の生産行動モデ

ルと同じである．ただし，OD 別の運輸サービスを

生産するとしている点と交通政策が運輸企業の生産

行動に与える影響が評価できるようにモデル化して

いる点に差異がある． 

OD 別の運輸サービスを生産するという点に関し

て，運輸サービス価格は以下のように得られる． 

 

𝑝𝐹𝑚
𝑗,𝑘

=
1

𝛾𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝛹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

1

1−𝜎𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(23)
 

ただし， 

𝛹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

= (𝛼𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)
𝜎𝐹𝑚

𝑗,𝑘

(
𝑞𝑍𝐹𝑚

𝑗,𝑘

𝛽𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)

1−𝜎𝐹𝑚
𝑗,𝑘

 

      + (1 − 𝛼𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)
𝜎𝐹𝑚

𝑗,𝑘

(
𝑝𝑓𝑍𝐹𝑚

𝑗,𝑘

1 − 𝛽𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)

1−𝜎𝐹𝑚
𝑗,𝑘

 

 

𝑞𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

は貨物輸送サービスの価格，𝑝𝑓𝑍𝐸𝑚
𝑗,𝑘

は貨物運輸

の価格，𝛼𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝛽𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

は分配パラメータ，𝛾𝐹𝑚
𝑗,𝑘
は効率

パラメータ，𝜎𝐹𝑚
𝑗,𝑘
は代替弾力性パラメータ，添字 j,k

は地域 jから地域 kへの貨物輸送サービス，添字 Fm

は交通機関別の貨物運輸を表す．以上より，本

SCGE モデルでは，運輸価格は OD 別に導出される

ことになる． 

 交通政策が運輸企業の生産行動に与える影響に関

しては，運輸企業の労働と自動車などの輸送機械が

主である資本を投入し，交通路を移動してものや人

を輸送するという運輸サービスを生産している．ま

ず，運輸企業の生産要素投入行動モデルにおいて，

生産技術制約となる合成生産要素関数が交通所要時

間と労働，資本に関してゼロ次同次性を有する合成

生産要素関数は以下のように表される．なお，ここ

でも貨物運輸 Fm のモデル化を示す． 

 

𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

) = 𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(𝜆𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝜆𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝜆𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

) (24) 

 

𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘

は交通機関 Fm の地域 j,k 間の交通所要時間，

𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

は労働投入量，資本投入量である． 

 

式(24)の𝜆を以下のようにおく． 

 

𝜆 =
𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘𝐴

𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(25)
 

 

ただし，添字 A は交通整備なしを表す． 

式(25)を式(24)に代入すると，合成生産要素関数は

以下のようになる． 

 

𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

= 𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(𝑒𝑓𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

× 𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝑒𝑓𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

× 𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

) (26) 
 

𝑒𝑓𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘： [

𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘𝐴

𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘 ]であり，運輸企業の生産要素投入の

効率性を表す指標と解釈できる． 

式(26)に従えば，運輸企業の労働，資本の投入量決

定モデルは以下のようになる． 

 

𝑝𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

= 𝑚𝑖𝑛
𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

,𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

[𝑤𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

+ 𝑟𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

]  (27)
 

   𝑠. 𝑡.  𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

=                 

   𝛾𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

[
 
 
 
 
 
 
 
 
 𝛼𝐿𝐹𝑚

𝑗,𝑘        

{
𝛽𝐿𝐹𝑚

𝑗

𝑒𝑓𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

× 𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

}

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗

−1

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗

+(1 − 𝛼𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)   

{
(1 − 𝛽𝐿𝐹𝑚

𝑗
)

𝑒𝑓𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

× 𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

}

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗

−1

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗

]
 
 
 
 
 
 
 
 
 

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗

−1

    (28)

 

 

式(27)と式(28)を解くと，以下の需要関数が得られ

る． 

 

 𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

=
1

𝛾𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(𝛽𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝑒𝑓𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)
1−𝜎𝐶𝐹𝑚

𝑗,𝑘
 

 (
𝛼𝐿𝐹𝑚

𝑗,𝑘

𝑤𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝛹𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

1−𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

× 𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘 (29) 

𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

=
1

𝛾𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

({1 − 𝛽𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

}𝑒𝑓𝑓𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)
1−𝜎𝐶𝐹𝑚

𝑗,𝑘
 

  (
1 − 𝛼𝐿𝐹𝑚

𝑗,𝑘

𝑟𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝛹𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

1−𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

× 𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘 (30) 

ただし， 

 

𝛹𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

= (𝛼𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)
𝜎𝐶𝐹𝑚

𝑗,𝑘

(
𝑤𝐹𝑚

𝑗,𝑘

𝛽𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)

1−𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

 

  + (1 − 𝛼𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)
𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚

𝑗,𝑘

(
𝑟𝐹𝑚

𝑗,𝑘

{1 − 𝛽𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

}𝑒𝑓𝑓𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)

1−𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

 

 

式(29)と式(30)を式(27)と式(28)に代入すると合成生

産要素価格が求められる． 

 

𝑝𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘＝

1

𝛾𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝛹𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

1

1−𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(31)
 

 

この合成生産要素価格が，OD 間交通所要時間に依

存して決定される生産要素投入効率性の関数となっ

ており，本 SCGE モデルは，交通整備等の影響の一

部はこの合成生産要素価格の変化から波及していく
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構造となっている. 

 

 

4. 高速道路サービスの生産行動の定式化  
 

ここでは高速道路サービス供給者の生産行動モデ

ルを考える．この生産行動では，高速道路サービス

の生産量を合成中間財や合成生産要素といった可変

費用と税で負担する固定費用に配分する問題として

モデル化する．これは，高速道路の費用において，

固定費用が大半を占めていること，従来のモデルで

費用の配分がきちんとなされていなかったことから

である．その具体的な定式化は次に示す． 

 

𝐶𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

= 𝑚𝑖𝑛
𝑧𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

,,𝑐𝑓𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

[
𝑞𝑚(ℎ)

𝑗,𝑘
𝑧𝑚(ℎ)

𝑗,𝑘
+ 𝐹𝐶 +

(1 + 𝜏𝑚(ℎ)
𝑗

) 𝑝𝑓𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝑐𝑓𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

] (32)
 

𝑠. 𝑡.  𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

= 

𝛾𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

[
 
 
 
 
 
 
 

𝛼𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

{𝛽𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝑧𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

}

𝜎𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

−1

𝜎
𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

+(1 − 𝛼𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

)

{(1 − 𝛽𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

)𝑐𝑓𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

}

𝜎𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

−1

𝜎
𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

 ]
 
 
 
 
 
 
 

𝜎𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝜎
𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

−1

         (33)

 

 

𝐶𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

は地域 j での一般化費用で，𝐶𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

= 𝑃𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝑦𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

で表す． 

𝑦𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

, 𝑃𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

は地域 j,ｋ間の生産量とその一般化価

格，𝑧𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

, 𝑞𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

は合成中間財投入量とその価格，

𝑐𝑓𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

, 𝑝𝑓𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

は合成生産要素投入量とその価格，

𝜏𝑚(ℎ)
𝑗

は純間接税率(間接税率-補助率)，FCは固定費

用である．式(32)の FC は，単年度の固定費用であ

る．ここでは，主に運輸企業の生産投入から法人税，

高速道路を利用した家計の所得から所得税を得るこ

とを考える． 

式(32)と式(33)を解いて得られる需要関数は以下

となる． 

 

𝑧𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

=
1

𝛾𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

(𝛽𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

)
1−𝜎

𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

(
𝛼𝑚(ℎ)

𝑗,𝑘

𝑞
𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

)

𝜎𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝛹𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝜎𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

1−𝜎
𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝑦𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘 (34)

 

𝑐𝑓𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

=
1

𝛾
𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

(𝛽
𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

)
1−𝜎

𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

 

(
𝛼𝑚(ℎ)

𝑗,𝑘

(1 + 𝜏𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

) 𝑝𝑓𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

)

𝜎𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝛹𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝜎𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

1−𝜎
𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝑦𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

      (35)
 

 

ただし， 

𝛹𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

= (𝛼𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

)
𝜎𝑚(ℎ)

𝑗,𝑘

(
𝑞𝑚(ℎ)

𝑗,𝑘

𝛽𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

)

1−𝜎𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

 

     

+ (𝛼𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

)
𝜎𝑚(ℎ)

𝑗,𝑘

(
(1 + 𝜏𝑚(ℎ)

𝑗
) 𝑝𝑓𝑚(ℎ)

𝑗,𝑘

𝛽𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

)

1−𝜎𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

 

 

式(34)と式(35)を式(32)と式(33)に代入すると生産費

用関数が以下の通り求められる． 

 

𝐶𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

=
1

𝛾𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝛹𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝜎𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

1−𝜎𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝑦𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

+ 𝐹𝐶 (36) 

 

限界費用により高速道路サービスの一般化価格を決

定することを考える．これは，以下のようになる． 

 

𝑃𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘(𝑀𝐶)

=
1

𝛾𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝛹𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝜎𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

1−𝜎
𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

(37) 

 

これを利潤関数に代入する． 

 

𝜋𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

= 𝑃𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

𝑦𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

− 𝐶𝑚(ℎ)
𝑗,𝑘

= −𝐹𝐶 (38) 

 

以上より，限界費用にて高速道路サービスの財価格

を決定する場合，高速道路サービス供給者の利潤は

負となる．この負の利潤分を補填するために，固定

費用を考慮した料金の検討を行う． 

 

 

5. 固定費用を考慮した料金政策の検討 
 

(1) 固定費用と料金の関係 

まず，高速道路サービスの利潤が０となるような

料金設定，すなわち平均費用による料金設定を考え

る．平均費用料金が現在我が国で導入されている高

 
 

図-4 高速道路サービス供給者の生産行動モデルツ

リー 

地域iの合成中間財

合成中間財

地域iの合成中間財n

i-j間の合成貨物
交通サービス

地域iの
中間財n

i-j間の
鉄道貨物

i-j間の
道路貨物

i-j間の
自家貨物

i-j間の
水運

i-j間の合成旅客交通サービス

i-j間の
道路旅客
時間消費

i-j間の
自家
旅客

i-j間
の
航空

i-j間の
航空
時間消費

i-j間の
自家旅客
時間消費

i-j間の
道路
旅客

i-j間の
鉄道旅客
時間消費

i-j間の
鉄道
旅客

i-j間の合成
鉄道旅客

i-j間の合成
道路旅客

i-j間の合成
自家旅客

i-j間の合成
航空

合成生産要素

地域j-地域k間のm(h)高速道路サービス生産量

労働 資本

地域iの
労働

地域iの
資本

固定費用 FC
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速道路料金制度だからである．これは式(34)より以

下のようになる． 

 

𝑝ℎ
𝑗,𝑘

= 𝑐ℎ
𝑗,𝑘

+
𝐹𝐶

𝑦ℎ
𝑗,𝑘

(39)
 

 

ただし，𝑐ℎ
𝑗,𝑘
：可変費用 

本研究では，固定費用 FC の負担を軽減するよう

にしたい．例えば，FC が別の財源によって賄うこ

とできるとする．そのとき，式(39)の FC は 0 にな

る．すなわち， 

 

𝑝ℎ
𝑗,𝑘

= 𝑐ℎ
𝑗,𝑘 (40) 

 

が成立する．これは，結局，限界費用料金になるこ

とを意味する．限界費用料金が社会的には最も効率

的であることは既に述べたとおりである．しかし，

限界費用料金に設定される場合，FC の財源をどこ

から調達するのかという問題に直面している． 

そこで，産業連関構造を介して，FC を 0 にした

ときの価格低下の波及効果について検討したい．な

ぜなら，その価格低下効果を相殺するように，例え

ば各企業の法人税を上昇させて FC の財源調達を行

うことができれば，元の社会厚生を維持したまま，

固定費用の財源調達が可能になるのではないかと考

えたからである． 

FC を 0 にしたときの価格低下の産業連関効果は，

以下のようにまとめられる．FC を 0 にすることに

より，高速道路サービス価格が低下する．その高速

道路サービス価格を投入しているのは，道路および

自家運輸企業であることから，高速道路サービス価

格が低下すれば，道路および自家運輸企業の価格も

低下する．その道路および自家運輸サービスは，す

べての企業および家計が投入している．そのため，

道路および自家運輸価格が低下すれば，企業の生産

している財・サービス価格も低下する．しかし，家

計の道路旅客，道路貨物，自家旅客に関しては最終

消費となるため，何かの財・サービス価格の低下に

つながるということはない． 

以上が高速道路サービス価格低下による産業連関

効果であり，最終的には企業の生産している財・サ

ービス価格が低下し，それを需要する経済主体に効

果がもたらされることになる．また，家計の消費す

る道路旅客，道路貨物，自家旅客の各運輸サービス

については，その消費によって効果がもたらされる． 

 

(2) FC を法人税で補填する場合 

以上の効果を相殺するように，それぞれ企業およ

び運輸企業に対し，法人税の増税を行えばよいので

はないかというものが本研究の提案である．すなわ

ち，式(39)に FC が含まれている場合には，その直

接的負担を道路および自家運輸企業が行い，道路お

よび自家運輸サービスを投入して生産する企業およ

び家計が間接的に負担する．これを法人税の増税に

より，道路および自家運輸企業の負担をなくし，企

業および家計が直接負担するようにしたいという趣

旨である． 

ただし，家計負担分は何かの法人税を増税するこ

とはできない．そこで，家計消費の道路および自家

運輸企業については，その運輸企業の法人税の増税

により家計に負担させるものとする．それでも，自

家旅客運輸は，いわゆるマイカー消費であることか

ら，この部分は直接高速道路サービスにおける FC

の家計負担分を直接支出するシステムを導入する必

要がある．この点は課題としたい． 

この方法の利点は，FC の負担を道路および自家

運輸企業から，企業や家計に変更するだけであるこ

とから，企業や家計がもともと支払っていた財・サ

ービス価格は変化しないという点である．すなわち，

財・サービス価格が変化しなければ，その投入量あ

るいは消費量も変化しない．そのため，家計の社会

厚生は少なくともこの負担の変更によっては維持さ

れるといえる．その結果，FC の財源を確保した上

で，少なくとも平均費用料金における社会厚生は維

持されることになる． 

そして，本方法では，道路および自家運輸企業の

直面する高速道路サービス価格は低下する．そのた

め，その需要は増加する可能性が高い．すなわち，

積極的な高速道路利用がなされ，それによる時間短

縮効果の発生が期待できる．そのとき，新たな高速

道路利用によって生じる可変費用分 c は，道路およ

び自家運輸企業が p として負担する．そして，FC

については固定費用であることから，新たな高速道

路利用によっては増加しない点である．したがって，

本方法を採用したとしても固定費用 FC を増加させ

ることなく，新たな高速道路利用に伴う時間短縮便

益が発生する点にあり，これも加味すれば社会厚生

は平均費用料金による現状よりも上昇するといえる． 

 

(3) FC を法人税と所得税で補填する場合 

前節では，FC を法人税のみで負担するケースを

考えた．しかし，法人税に限定する必要はない．例

えば，所得税を増税し FC に充てることも考えられ

る．そのときは，所得税によるデッドウェイトロス

を，それによって財価格が上昇しないことによる便

益と比較し，便益が大きければ所得税で補うことが

正当化されることになる．これも今後検討したい． 

 

 

6. おわりに 

 
本研究では，高速道路料金の固定費用分を無料化

にし，そのときの財源調達を税にて行うことで厚生

にもたらす影響を検討した．固定費用分を 0 にし，

その財源は法人税あるいは所得税を充てる．これに

より，少なくとも元の社会厚生を維持したまま財源

調達が可能になること，仮に固定費用も 0 にするこ

とで，高速道路料金が低下し，その利用が増加した

第 68 回土木計画学研究発表会・講演集



 

8 

 

場合には，時間短縮便益が生じ，社会厚生は上昇す

ることを示した．  
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